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1──はじめに

本稿はイギリス，オーストラリアの空港の民営化に関す

る国内外の論文紹介注1）により，空港民営化に対する評価

について整理し，それをもとに日本の空港政策を検討す

るにあたっての材料の提供を目的とする．

現在，世界の空港は民営化の流れの中にあるが，この

民営化はイギリス，オーストラリアに始まった．イギリスに

おいては，1986年の空港法による公的有限会社（British

Airports Authority：BAA）が設立され，空港公団注2）から

ロンドン3空港とスコットランド4空港を引き継いだことに

始まる．翌1987年，会社の株式を100％上場し，民営化

（会社名BAA）が実現した注3）．地方空港においても1987

年に16空港が会社組織（株式は100％地方自治体所有）

となり，企業会計制度が導入された1）．オーストラリアにお

いては1996年の空港法により，連邦空港公社（Federal

Airport Corporation：FAC）が所有・管理していた22の空

港の長期リースが行われた注4）．その後，イギリス，オース

トラリアではプライスキャップをはじめとするさまざまな規

制が検討・実施され，政策に関する効果が議論されてき

た．その評価については，多くの研究者によって研究論文

として世に送り出されている．

一方，我が国の空港政策も「整備」から「運営」へと重点

がシフトし2），「空港整備法及び航空法の一部を改正する

法律案」3）の成立とともに，既存ストックの活用をはじめと

紹介
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した効果的・効率的な空港運営が求められるようになっ

た．また，空港法に基づく「空港の設置及び管理に関する

基本方針」4）により，2009年7月には交通政策審議会航空

分科会空港別収支部会等から，空港別収支の開示が行

われた5）．

こうした状況のもと，イギリス，オーストラリアの空港に関

する研究論文を紹介することで，日本の空港政策を検討

するための材料を提供したいと考えている．

なお本稿では，民営化は完全民営化だけでなく商業化

等も含むものとする．つまり民間部門が株式のすべて，ま

たは一部を保有する場合，あるいは株式は100％政府保

有であるが商業会社として運営がなされている場合，さら

には資産の所有権売却ではなく長期リース制度による民

間企業の運営も民営化と定義するものとする．

以下では，論文を（1）民営化政策の全般的評価，（2）経

済的規制の評価，（3）空港と航空会社の関係性の評価，

（4）空港運営効率性評価の4つに分類して，それぞれにつ

いて紹介したうえで，最後にこれらのポイントをまとめる

こととする．

2──民営化政策の全般的評価

ここでは，イギリス，オーストラリアの空港民営化政策の

全般的評価に関する学術論文の紹介を行う．民営化の

意義，類型，便益とリスク，および全般的評価の観点から

整理する（表─1）．
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2.1  民営化の意義

Doganis［1992］6）は，空港の戦略として伝統的空港モデ

ル（traditional airport model），および商業的空港モデル

（commercial airport model）の2つに分類する．前者が

旅客や航空会社等の基本的ニーズを満たすことを主要業

務とするのに対し，後者は空港をビジネスの機会とみな

し，直接的で伝統的な顧客以外に潜在的で広範な顧客

を対象とする業務を行うとした．彼は商業的空港モデル

によって，空港がビジネスとして運営され，財政的に自立

しうることを評価している．

また塩見［2000］11）は，空港経営の自立性が確保され，

効率性改善に有効な投資・価格・マーケティングを展開で

きることにBAA民営化の意義があったと述べている．

2.2  民営化の類型

空港民営化については，運営方式による類型や保有形

態による類型により分類整理がなされている13），14），16）．

まずGraham［2001］13）は，空港の運営方式による類型

として，次の5つに分類した．

（1）株式流動化（Share flotation）：空港株式の上場等

（2）トレード・セール（Trade sale）：空港の売却・長期リース

（3）コンセッション（Concession）：一定期間（20～30年程

度）の空港運営権購入・リース

（4）プロジェクト・ファイナンス（Project finance privatiza-

tion）：空港または空港施設の建設とその後の運営

（5）運営契約（Management contract）：政府所有空港に

おける運営受託

ここで，イギリスBAAの民営化は（1）に相当し，イギリス

の地方空港の売却やオーストラリアの空港長期リースは

（2）に相当する．類似の分類法としてCarney and Mew

［2003］16）は，契約期間に着目して以下3つに分類した．

（1）運営契約（Management Contract）：5～10年程度の

期間

（2）長期契約（Long-term contracting）：15年以上の期間

（3）全て/部分民営化（Full/partial privatization）：99年

リースまたは永久

次にHumphreys and Fransis［2002b］14）は，民営化後

のイギリスの地方空港の保有形態を6つに類型化した．

（1）地方政府保有（会社）

（2）一部民間保有，一部地方政府保有（会社）

（3）民間保有で前地方政府保有会社

（4）地方政府保有（会社）でコンセッションにより民間運営

（5）地理的に離れた地方政府が大部分保有（会社）

（6）民営（前地方政府保有会社でない）

その上でイギリスの地方空港では，航空会社および空

港のステークホルダーの関心は必ずしも地域や国の意向

を反映していないと指摘している．

2.3  民営化の便益とリスク

Doganis［1992］6）は，BAAの民営化における便益とリス

クを事例に基づき定性的に分析している．

便益は，政府の財政政策に影響されずに投資資金の

確保が可能なこと，商業活動の範囲の制約から解放され

ること，そして効率性が改善することとしている．

他方リスクは，独占による支配的地位の乱用の可能性

とそれを防ぐための政府のコントロールが強くなること，

株価の変動に敏感になりすぎること，事業の多様化によっ

て景気循環による影響を受けやすくなること，そして公益

事業から利潤志向的な民間会社になるため，航空会社，

旅客，他の空港利用者（タクシー，バス事業者等）と対立す

ることであると指摘している．

2.4  イギリスの政策に対する評価

イギリスの民営化の是非については多数の文献が存在

する．横見［2000］12）は，複数空港の一括売却と黄金株の

存在が政府の介入を残したとして，BAAの民営化をマイナ

執筆者・年

Doganis ［1992］6）

中条 ［1998a］7）

中条 ［1998b］8）

Hooper, et al［2000］9）

添田［2000］10）

塩見［2000］11）

横見［2000］12）

Graham［2001］13）

Humphreys and Fransis ［2002b］14）

森ら［2002］15）

Carney and Mew ［2003］16）

村上ら［2006］17）

平井［2006］18）

分析の視点

商業的空港モデルの提唱

政策全般の評価

政策全般の評価

政策プロセス評価

空港経営の視点からの評価

政策全般の評価

政策全般の評価

民営化空港および経済的規制の類型化

空港運営形態の類型化

政策全般の評価

民営化空港の類型化（空港経営能力の視点）

経済学の視点からの評価

投資家の視点からの評価

空港民営化の評価

資金調達面等での便益/支配的地位乱用等のリスク
民営化プロセスを評価

民営化メリット強調

豪では空港の持つ独占力が高い

英では関係各主体へ便益，豪では一部主体のみ便益

緩やかな規制政策を評価

BAAの一括売却と黄金株を批判
空港民営化手法の多様性を指摘

英地方空港で，地域や国の意向が反映されず

英豪を発端に世界の空港民営化が展開したと評価

得られる便益は空港民営化の方法による

非航空系活動の重要性を指摘

BAAの選択と集中戦略を評価

対象

英

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

豪

○

○

○

○

○

○

■表―1　イギリス・オーストラリアの空港民営化政策の全般的評価に関する論文
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スに評価しているが，中条［1998b］8），添田［2000］10），塩見

［2000］11），森ら［2002］15），村上ら［2006］17），および平井

［2006］18）ではおおむね民営化をプラスに評価している．

中でも森ら［2002］15），および村上ら［2006］17）は，民営化

により商業小売や不動産等の非航空収入を大幅に増や

す一方で，着陸料等の航空収入を抑えることができたと

して，非航空部門の果たした役割を評価している．本業

の業務である空港部門に対する評価として添田［2000］10）

は，BAAの民営化が，政府に巨額の財政収入をもたらすと

ともに，BAAの収益を上げ，航空会社にとっても着陸料が

低く抑えられたとして評価している．

またGraham［2001］13），および森ら［2002］15）は，BAAの

民営化が世界の空港民営化の流れを作ったとして，イギリ

スが民営化の先頭に立ったこと自体を評価している．

2.5  オーストラリアの政策に関する評価

オーストラリアの民営化注5）については，中条［1998a］7），

添田［2000］10），森ら［2002］15）による評価がある．

まず，政府によるリース権の売却で，予想以上の収入を

得た点については，Hooper et al［2000］9），添田［2000］10），

および森ら［2002］15）はプラスに評価している．このうち

Hooper，et al［2000］9）は，オーストラリアの空港が欧州に

比べ高値で売却された理由として，第一に，特にアジア太

平洋地域においてこれまで空港売却の機会が少なかっ

たこと，第二に，オーストラリアの空港はお互いに一定程

度の距離があり，相当程度の独占力を持っていたこと，第

三に，オーストラリアの航空ネットワークは北米や欧州で見

られるようなハブ空港方式による競争が見られなかった

ことを指摘している．

一方，マイナス評価として添田［2000］10）は，第1次リース

の3空港（メルボルン，ブリスベーン，バース）では民営化当

初の経常利益がマイナスであること，着陸料は抑制されて

いるが規制のかからない航空機への給油料や陸上交通

への課金等で利用者から反発を買っていることを挙げて

いる．
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3──経済的規制の評価

現在，イギリスの指定空港ではプライスキャップ規制が

適用されており，オーストラリアではプライスキャップ規制

から価格モニタリング制に移行しているが，これらの経済

的規制に対する評価を整理する（表─2）注6）．

3.1  経済的規制の類型

空港は一般的に市場支配力が強く，独占的な状況にな

りやすいため，政府は着陸料，駐機料，ターミナル使用料

などに経済的規制を課してこれに対応する．

Graham［2001］13）は，この経済的規制を4つに類型し

た．第1は，総括原価方式（Rate of Return Regulation）

で，これはコストに一定の利益率を上乗せして価格を設

定するものである．第2は，プライスキャップ規制（Price

Cap Regulation）で，これはCPI－XまたはRPI－Xをプラ

イスキャップとする方式注7）である．このプライスキャップ

規制には，全ての空港事業を考慮して行うシングル・ティ

ル・アプローチと，航空関連事業のみを考慮して行うデュ

アル・ティル・アプローチがある．第3は，プライスキャップ

規制外の契約（Default Price Cap）で，原則プライスキャッ

プが適用されるが，空港と空港利用者が合意すればプラ

イスキャップ外の契約を締結できる方式である．そして第

4は，規制の留保（Reserve Regulation）である．これは空

港の市場支配力が乱用されるか，空港と空港利用者の間

での合意が得られない場合に限り政府が介入するもので

ある注8）．

Graham［2001］13）は，上記のように経済的規制にはさ

まざまなものがあるが，その共通する目的は規制を受ける

空港管理者に効率的な運営と妥当な投資を行うように適

切なインセンティブを与えつつ，合理的な資本収益率を認

めることであると述べている．

3.2  プライスキャップ規制に対する評価

民営化空港における典型的な経済的規制の方式とし

てプライスキャップ規制がある．Graham［2001］13）は，プラ

執筆者・年

伊藤［2000］19）

Starkie and Yarrow［2000］20）

Starkie［2001］21）

Starkie［2002］22）

Zhang and Zhang ［2003］23）

Forsyth［2002］24）

Schuster［2008］25）

分析手法

独占利潤のモデル化

事例研究

余剰分析

規制分析

余剰分析

事例研究

事例研究

経済的規制の評価

プライスキャップは短期利潤追求の規制として機能しない

シングル・ティルの問題点を指摘

プライスキャップなどの規制は必要なし

通常の競争法による事後的な規制で対応が可能

補完財がある場合は規制の必要はなし

デュアル・ティルの問題点を指摘

ライトハンドな政策でも有効に機能

対象

英

○

○

○

○

○

豪

○

○

■表―2　イギリス・オーストラリアの空港における経済的規制の評価を行った論文
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イスキャップ規制について，価格上昇を抑制しつつコスト

削減を図れるため，旧来の総括原価方式の欠点を克服す

る方式であると評価している．

しかしながら，空港事業における商業的施設の運営が

航空業務に対する補完財として機能する場合，プライス

キャップ規制は不要であるとする意見がある21）–23）．

Starkie［2001］21）は，余剰分析を用いた経済的理論モ

デルで，空港には補完的な財の需要と立地場所の特殊

性（レント）があり，これらも含めた総合的な利潤の最大化

を行おうとするため，空港業務だけを提供する際の最適

点である価格よりも低い価格を設定しようとするインセン

ティブが働くとする．したがってこのインセンティブが働く

場合は，プライスキャップ規制の必要はないと主張した．

Zhang and Zhang［2003］23）は，Starkie［2001］21）の余

剰分析をさらに精緻化し，空港料金は，施設使用権など

の補完的な財が存在する場合は，利潤最大化の空港料

金が社会厚生を最大化する料金に近づくことを導き出し

た．したがって，規制を課すよりも空港に利潤最大化行動

を認めさせたほうがよいと主張する．

またStarkie［2002］22）は，不完全競争と経済的規制に

はトレードオフの関係があることを述べており，市場のマー

ケットパワーは自然独占的な要素よりも立地場所のほう

に関係すると主張している．そして通常の競争法の下で

行われる事後的な規制で，十分にマーケットパワーを抑

制することができるため，事前規制の必要はないと主張

する．

さらにプライスキャップ規制自体が適切に機能していな

いと批判する論文もある．伊藤［2000］19）は，マークアップ

率を用いた理論モデルから，プライスキャップが設定され

た際の短期の利潤最大化を求め，簡単な実証分析でそ

れが実際には実現しておらず，BAAもむしろ長期的な視点

に立った規制を求めていることを示唆した．

3.3  シングル・ティルとデュアル・ティル

プライスキャップ規制の方法として，イギリスは民営化後

にシングル・ティルを，オーストラリアは民営化後にデュア

ル・ティルを採用したが，それぞれの国の経験から，以下の

ような問題点が指摘されている．

Starkie and Yarrow［2000］20）は，イギリスで行われてい

るシングル・ティルに対して，5つの問題点を指摘する．

（1）混雑空港では短期限界費用以下にプライスキャップが

設定されてしまう．

（2）商業部門はプライスキャップの対象ではないが，プラ

イスキャップの決定に際して商業部門が考慮されるた

め，実質的に商業活動も制約を受ける．

（3）規制当局が，全資本のうちの航空サービス部門の資

本コストを適切に評価しなければ，投資インセンティブ

を乱す可能性がある．

（4）シングル・ティルの対象外である第3の活動を起こすよ

うなインセンティブを与える可能性があり，これが空港

資本の効率性を損なわせてしまう．

（5）ロンドンのガトウィック，ルートンのように混雑していな

い空港では，過剰資本の調整が起こるため実質的に

プライスキャップの拘束力がない．

これらの問題に対する解決策として，商業部門もプライ

スキャップの対象に加えること，シングル・ティルは廃止す

るが価格規制は残すこと，商業部門を空港部門と別会社

にすること，および補完財が存在する場合はプライス

キャップ規制自体を廃止することを提案している．

一方Forsyth［2002］24）は，オーストラリアが経験したデュ

アル・ティルの問題を2点ほど指摘している．

（1）空港会社が，プライスキャップ規制の課せられていな

い給油料や陸上交通の課金等を上昇させて収入を上

げようとすること．

（2）デュアル・ティルの場合は，航空・非航空部門の区別が

できない共通費の扱いをどのようにするかが問題とな

り，特にコストベースでプライスキャップ料金をセッティ

ングする際はこの扱いが決定的な問題となる．

さらに（1）に関しては，規制のない給油料や陸上交通の

課金を上昇させて収入を増加させることができるのは，

空港にマーケットパワーが存在していると指摘する．また，

陸上交通の課金を規制の対象とするとき，レントシーキン

グが高くなり，結果としてデュアル・ティルは，シングル・ティ

ルよりも政策コストが高くなるとも述べている．

3.4  価格モニタリングに対する評価

Schuster［2008］25）は，プライスキャップ制から価格モニ

タリング（Light-handedな規制）への移行に対して，望まし

い政策であったとしている．

彼はオーストラリアの空港経営者の立場から，空港イン

フラ提供者とその使用者である空港会社が価格やサービ

ス品質に関して，規制を受けずに合意に至る能力が培わ

れるとし，実際にシドニー空港のターミナル2の使用航空

会社の決定について，両者間でそのような商業的交渉が

行われたとしている．

また，同空港では空港使用料について，機材重量に応

じた使用料から旅客ベースの使用料に変更したが，新し

い方法は旅客需要動向を直接反映させ，空港と航空会社

が需要についてリスクシェアできる点でメリットがあった

としている．
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4──空港と航空会社の関係性の評価

ここでは，空港と航空会社との連携，空港へのLCCの

受け入れ，ハブ・アンド・スポークといった空港と航空会社

の関係性に関する論文を整理する（表─3）．

4.1  航空会社との連携

Basso［2008］28）は，混雑空港とエアラインの寡占市場と

の間の垂直的関係を用いたモデルで，異なる状況におけ

る空港のパフォーマンスを比較し以下の結論を導いた．

第1は，規制緩和によって，混雑の外部性に対して（弾力

性が低い場合），料金を過剰に徴収する傾向があり，資源

配分が非効率になる．第2は，コストを回収するという制

約のもとでの厚生の最大化を図るとき，混雑レベルは規

制緩和を行った民間空港と同じレベルになり，しかも料金

徴収は過剰にならない．第3は，航空会社と空港間の協

力関係の増加は，厚生面での改善がみられるが，結果的

には空港の価格戦略は，空港会社のカルテルにつながっ

てしまう．そして第4は，発着の遅延によるコストが高く，航

空会社間の差別化が十分になされていないときは，1つの

航空会社が1つの空港を使用するのが最適になる．

4.2  LCCの受け入れ

空港とLCC（Low Cost Carrier）の関係性に関連した文

献もある．Graham and Dennis［2007］27）は，イギリスの

ヒースロー，ガトウィックといった大きな空港を除く年間旅

客50万人以上の22の地方空港とアイルランドの3つの主

要空港を対象とした分析で，LCCを受け入れている空港

は旅客の増加率が高く，そうでない空港は低いことを見出

した．したがって地方空港はLCCを活用すべきであると

主張する．しかし旅客の増加が必ずしも空港収益を増加

させるとは限らないことも指摘している．

またBarros［2008］28）は，確率的フロンティアモデルを用

いて実証分析を行い，空港の異質性を仮定したモデルの

分析結果から，LCCに特化しているルートンをはじめとし

た小さな空港が効率的であったとしている．

4.3  ハブ・アンド・スポーク

Oum et al［1996］26）は，ハブ空港とスポーク空港が補

完的であると仮定し，ハブとスポークのそれぞれの空港

が，他のネットワークの空港と独立に料金設定を行うと仮

定するモデルと，ハブとスポークの空港が連結して料金設

定を行うと仮定するモデルで経済厚生を比較した．その

結果，スポーク空港の金銭的ロスに対して，ハブ空港に課

税を行うなどの適切な手段を講ずることなく，独立に地方

自治体や民間企業に経営権を移行させたならば，資源配

分の効率性に対して逆効果を及ぼすと主張する．した

がってスポーク空港の金銭的なロスを，ハブ空港が補て

んするような設定が最適であるとする．

5──空港運営の効率性評価

ここでは，空港運営の効率性を実証分析により評価し

た論文を整理する（表─4）．

5.1  モデルの違いによる結果の差異

5.1.1  インプットとアウトプット

実証分析ではインプットやアウトプットをどのようにとる

かで結果が異なる（Oum et al［2008］41））．たとえば横見

［2003］34）は，DEAを用いてイギリスの6空港の効率性分

析を行っているが，アウトプットが空港発着回数のモデル

では，アバディーン空港のような地方空港が効率的になり，

アウトプットが商業収入のモデルでは，ヒースローのような

大都市部の空港が効率的になる．この結果に対して彼は，

商業的活動を考慮するか否かが結果の違いに繋がった

と考察している．

また，空港のアウトプットに対しては2つの意見があ

る33），36），41）．Abbott and Wu［2002］33）は，空港のアウト

プットとして総収入を用いるのは好ましくないと主張する．

その理由として価格が制度的な要因で決まるとき，その価

格は市場を適切に反映したものとは言い難いからである．

したがって制度的な要因の影響が盛り込まれている総収

入には依存しない指標を用いるべきであるとする．

ところがこの逆の主張もある．Oum and Yu［2004］36），

及びOum et al［2008］41）は，空港運営の複雑さを，その運

営の外見上の特徴や運営環境の類似性から，いくつかの

グループに分類することで単純化してしまう傾向があると

しており，多くの研究では，施設レンタルや駐車場などを

含んだ商業的活動を無視して分析がなされていると指摘

する．実際にシドニー空港，ホノルル空港，及びバンクー

運輸政策研究 Vol.13 No.1 2010 Spring 紹介026

執筆者・年

Oum et al［1996］26）注

Graham and Dennis［2007］27）

Basso［2008］28）注

分析手法

余剰分析

Case Study
部分ゲーム完全均衡

空港と航空会社の関係についての評価

ハブ空港とスポーク空港は連結して料金設定を行うのが望ましい

LCCを受け入れた空港は旅客の増加率が高い
混雑空港は規制緩和で料金を過剰徴収する可能性があり

対象

英

－

○

－

豪

－

－

注：Oum et al［1996］26），およびBasso［2008］28）は特定の国を対象としていないため対象国の欄は－とした．

■表―3　空港と航空会社の関係性についての論文
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5.1.3  商業的業務を含んだ空港の効率性評価

5.1.1に基づき，アウトプットに総収入などの非航空業務

も含んだ分析による効率性評価を整理する．

Oum and Yu［2004］36），Oum et al［2006］39），および

Oum et al［2008］41）は，世界の空港を対象とした分析で，

いずれも民間比率の高い空港はパフォーマンスがよくなっ

たとしている．Oum et al［2006］39）では，民営空港のパ

フォーマンスが高い理由として，着陸料収入等に加えて商

業的収入が多いことを挙げている．

一方，横見［2003］34）は，BAAの6空港データを用いたパ

ネル分析を行い，アウトプットを商業収入としたモデルか

ら，ヒースローのような大都市部の空港の効率性が高くな

るとしており，その理由として商業収入が多い点を指摘し

ている．

5.2  その他の効率性評価の視点

5.2.1  規模の経済性の計測

Pels et al［2003］35）は，ヨーロッパの33空港における

1995年から1997年のデータのpooled cross-section分析で

規模の経済の検証を行った．トランスログ型関数による推

定では，アウトプットを乗客数としたモデルでは規模の経

済が存在しないが，発着回数としたモデルでは規模の経

済が存在した．トランスログ型関数は，観測値を平均化し

て推定するため，規模の経済の存在は平均的な規模の空

港におけるものとなるが，Pels et al［2003］35）の分析では，

アウトプットを乗客数としたモデル，及びアウトプットを発着

回数としたモデルで，平均値はそれぞれ約1,200万人/年，

バー空港では航空業務以外の商業的なサービス収入が

総収入の70％にも達している．これに対してインプットの

ほうは通常，航空業務と航空業務以外に分けていない．

したがってこのような状況下で，航空業務以外の商業的

なサービス収入を考慮しなければ，商業的なサービス収

入に大きく依存する空港に，深刻なバイアスが発生すると

主張する．

5.1.2  空港における航空業務の効率性評価

5.1.1に基づき，アウトプットを発着回数などの航空業務

でとらえた分析から効率性評価を整理する．

発着回数などの航空業務でとらえた文献は，中条・伊

藤［1998］36），Parker［1999］31），Abbott and Wu［2002］33），

Vogel［2005］38），およびDomney et al［2005］37）がある．

このうち中条・伊藤［1998］30），およびAbbott and Wu

［2002］33）は，分析手法や対象国が異なるが，どちらも民営

化によって効率性が高まったとしている．しかしParker

［1999］31）は，1979年から1996年のBAAの時系列データ

を用いて民営化前後で効率性に差は見られないとしてお

り，Domney et al［2005］37）もオーストラリアの空港につい

て，民営化後に利益や効率性が改善したとは限らないと

述べている．

Vogel［2005］38）は，DEA，PFPでは民営のほうがパ

フォーマンスはよいが，FRAでは大きな差はなく，資本の回

転率については公営のほうがパフォーマンスがよいと述

べている．

執筆者・年

Hooper and Hensher［1997］29）

中条・伊藤［1998］30）

Parker ［1999］31）

Adler and Berechman［2001］32）

Abbott and Wu［2002］33）

横見［2003］34）

Pels et al［2003］35）

Oum and Yu［2004］36）

Domney et al［2005］37）

Vogel［2005］38）

Oum et al［2006］39）

Barros［2008］40）

Oum et al［2008］41）

モデル注2

TFP・OLS
DEA
DEA
DEA
TFP・DEA
DEA

SFA・DEA

VFP・OLS
DEA・OLS
PFP・FRA・DEA
VFP
SFA
SFA

イギリス・オーストラリアに対する評価

民営化・共同経営化は効率性を高め，商業的経営につながる

イギリスでは民営が公営より効率的

BAAの民営化前後で効率性に大きな差はなし
マンチェスター，ヒースローは，サービスレベルは高くない．

1989年以降の効率性が改善
BAAの民営化前後で効率性は改善，しかしその水準は異なる
平均的な規模の空港には規模の経済性はなしヒースロー，

ガトウィックのような民間空港は効率的．

空港業務と商業活動は補完的

民営化と利益・効率性は相関なし

民営のほうが効率的，資本回転率は公営のほうが高い

民間のほうが効率的

小さい地方の民営が効率的

民間比率が高い空港・100％公営空港などが効率的

対象注1

英

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

豪

○

○

○

○

○

○

○

○

注1：Adler and Berechman［2001］32），Oum and Yu［2004］36），Oum et al［2006］39），Oum et al［2008］41）は英・豪以外の世界の空港も含まれる
注2：TFP （Total Factor Productivity）：全要素生産性成長率（技術進歩率）
 OLS （Ordinary Least Square）：最小二乗法
 DEA （Data Envelopment Analysis）：最も効率的に生産する企業を1とおいて他の企業の非効率を測定
 SFA （Stochastic Frontier Analysis）：生産関数・費用関数に非効率の指標を組み込んで推定
 VFP （Variable Factor Productivity）：資本を所与として可変的インプットの使用における効率性の測定
 PFP （Partial Factor Productivity）：特定の生産要素から求めた生産性
 FRA （Financial Ratio Analysis）：財政的な指標によるパフォーマンスを測定

■表―4　イギリス・オーストラリアの空港の効率性についての実証分析の論文
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15万回/年であった．

さらにPels et al［2003］35）は，DEA（Variable Returns to

Scaleモデル）を用いて，規模の小さい空港は比較的規模

の経済が強く働き，規模の大きい空港はあまり働かない

ことも示した．

5.2.2  資本コストの扱い

Oum et al［2008］41）によると，世界の空港を対象として

国際比較を行う場合は，各国で会計基準が異なるため

に，それを考慮する必要があるとする．国により会計基準

が異なれば，世界の空港を対象としたコスト比較が不可

能となる場合がある．特に資本コストに関してはその傾

向が顕著に表れる．

また，空港には政府からの直接的，間接的な補助金が

ここに含まれている場合も多く，それを除去するのは困難

である．したがって空港ごとに比較可能な形で資本コス

トを導出することは事実上不可能と主張する．このような

問題に対処するために，資本コストの代理変数として，滑

走路数，ゲート数，旅客ターミナルサイズなどを使用する場

合がある．Domney et al［2005］37），Oum et al［2008］41）

などはこれらの代理変数をインプットに用いている．

6──まとめ

論文の整理をもとに，日本の空港政策を考える上での

ポイントをまとめることとする．

空港民営化の意義として，政府の規制から解放され

商業的活動が活発化することを指摘している論文が多

い15），17），18）．

空港民営化政策全般については，政府の財政面への

貢献や空港経営の効率化を理由にプラス評価する論文

が多い7）–10），11），15），17），18）．しかし一方で，政府介入の残存

や空港管理者による他のステークホルダーへの課金の発

生等をマイナスとして評価する論文もある10），12）．民営化

政策については，民営化の是非よりも，民営化後の政府

の関与に対して評価が分かれるようである．

また，空港民営化にはさまざまな形態があることも示

されており13），14），16），これは空港を取り巻く経済的，社会

的状況等に応じて，より効果的な民営化手法が存在する

ことを意味している．

経済的規制については，余剰分析等のアプローチによ

る評価がなされ21），23），それに基づいて規制政策の見直し

が行われている．空港を取り巻く経済的，社会的な環境

変化に応じて，最適な規制政策の導入を模索する姿勢が

見られる．

空港と航空会社の協力関係については，LCCを受け入

れることが活性化のポイントであるが，空港収益まで改善

するとは限らないため，空港会社はLCCに対する独自の

ビジネスモデルを構築する必要がある27）．

最後に，空港運営の効率性に対する実証分析では，航

空業務と非航空業務の区別や，使用する計量モデルなど

の算定条件によって，空港民営化の評価が異なることが

わかった39），41）．したがって，それぞれの分析手法のメリッ

ト，デメリットを判断して評価を行うとともに，我が国の空

港においても計量分析の蓄積が必要である．

注

注1）本稿で紹介した論文は，2009年3月までに発表された英文または和文文献

を対象に，論文検索システムにより「空港（airport）」「民営化（privatization）」等

のキーワードに該当し，かつイギリス・オーストラリアの空港に関する記述のあ

る文献を抽出したものである．

注2）これは1965年の空港公団法（Airports Authority Act 1965）により，政府保

有の独立した民間企業体である英国空港公団（British Airports Authority）とし

て設立された公団である．

注3）民営化後のBAAは，2006年にスペインの建設会社フェロビアルのコンソー

シアムに買収され，その後BAAの上場は廃止されている．

注4）オーストラリアでは，運営期間50年，オプションとして49年間延長でリースす

ることとなった．これは毎年リース料を払うのではなく，一括してリース権を取

得する代金を支払うため，所有権は政府に留保しているものの，事実上空港権

の売却に近いとされる．シドニー空港および周辺3空港は，環境問題および第

二シドニー空港の建設問題が未解決であったことにより当初民営化が見送ら

れていたが，2002～2003年に民間へリース権が売却された．

注5）オーストラリアにおいては，空港使用料の主要な部分を占める着陸料につ

いては，民営化前は最大離陸重量に応じた機材ごとの課金であったが，民営

化後は旅客一人あたりに課金される仕組みとなっている．しかし民営化後の

旅客一人あたりの空港使用料の推移を見ると，1990年代後半，および2003年

以降の2回にわたって一時的に上昇した経緯がある．

注6）現在も，イギリスでは民間航空局（CAA）により指定空港に対してプライス

キャップ規制がかけられている．指定空港はヒースロー，ガトウィック，スタンス

テッドの3箇所である．マンチェスター空港は当初指定空港であったが，競争

が進んで規制は不要との理由で指定空港を解除されている．オーストラリア

では2002年にプライスキャップ制を廃止し，連邦競争・消費者委員会（ACCC）

による価格モニタリング制度（空港使用料，空港駐車場等の料金をモニタリン

グ）に移行した．

注7）CPIは消費者物価指数，RPIは小売物価指数，Xは生産性向上率．

注8）オーストラリアの価格モニタリング制度は，「規制の留保（Reserve Regulation）」

の類型に該当すると考えられる．
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